
６水管第 3271 号 

令和７年２月 13 日 

水産政策審議会 会長 

佐々木 貴文 殿 

農林水産大臣 江藤 拓 

特定水産資源（すけとうだら太平洋系群、すけとうだら日本海北部系群、

すけとうだらオホーツク海南部、すけとうだら根室海峡、するめいか、ぶ

り、みなみまぐろ及びくろまぐろ（東部太平洋条約海域））に関する令和

７管理年度における漁獲可能量の設定及びその当初配分等について（諮問

第 466 号） 

 漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 15 条第１項の規定に基づき、特定水産資源（す

けとうだら太平洋系群、すけとうだら日本海北部系群、すけとうだらオホーツク海南

部、すけとうだら根室海峡、するめいか、ぶり、みなみまぐろ及びくろまぐろ（東部

太平洋条約海域））に関する令和７管理年度における漁獲可能量等を別紙１のとおり

定めたいので、同条第３項の規定に基づき、貴審議会の意見を求める。 

また、すけとうだら太平洋系群及びすけとうだら日本海北部系群に関する令和７管

理年度における漁獲可能量の変更に係る配分、留保からの配分及び数量の融通等につ

いて、別紙２の取扱いとしたいので、同条第６項において準用する同条第３項の規定

に基づき、併せて貴審議会の意見を求める。 
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別紙２ 

1 

令和７管理年度における漁獲可能量の変更に係る配分、留保からの配分及び数量の融通等

について（すけとうだら太平洋系群及びすけとうだら日本海北部系群） 

１ 背 景 

これまで、すけとうだら太平洋系群及びすけとうだら日本海北部系群の漁獲可能量の変

更及び配分数量の変更については、行政庁の恣意性のない機械的な変更として、以下に該

当する場合は、事前に水産政策審議会の意見を聴いた上で同意を得ておき、事後報告で対

応できるとされてきた。 

（１）すけとうだら太平洋系群

資源評価対象海域外からのものと推定される資源の大量来遊が発生したと見なす要

件に合致した場合に、漁獲可能量に１万トンの追加等を行う場合（いわゆる「大量来

遊ルール」） 

（２）すけとうだら日本海北部系群

数量を明示した都道府県及び大臣管理区分における前管理年度のＴＡＣの未利用分

を、当該ＴＡＣ（当初配分数量の合計）の５％を上限として翌管理年度に繰越しする

場合 

（３）融通に伴う数量の変更（両資源）

都道府県間又は大臣管理区分と都道府県との間で、当事者間の合意により行う数量

の融通が行われる場合 

２ 今後の取扱い 

（１）上記１（１）に係る漁獲可能量並びに都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可

能量の変更に関しては、資源管理基本方針別紙２－８（すけとうだら太平洋系群）

の第４の４の(1)及び第６の１の(2)において、漁獲可能量の追加配分ルールを規定

しており、当該ルールに基づく変更については、引き続き審議会には事後報告で対

応できることとする。 

（２）上記１（２）に係る漁獲可能量並びに都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可

能量の変更に関しては、資源管理基本方針別紙２－９（すけとうだら日本海北部系

群）の第６の３において、数量を明示した都道府県及び大臣管理区分の漁獲可能量

の未利用分について、当該漁獲可能量（当初配分数量の合計）の５％を上限に翌管

理年度に繰り越すルールを規定しており、当該ルールに基づく変更については、引

き続き審議会には事後報告で対応できることとする。 

（３）上記１（３）に係る当事者間の合意により行う融通に伴う都道府県別漁獲可能量又

は大臣管理漁獲可能量の変更については、引き続き審議会には事後報告で対応できる

こととする。 
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2 

３ 数量変更に伴う手続 

農林水産大臣は、変更した漁獲可能量等を遅滞なく公表する（漁業法第 15 条第６項に

おいて準用する同条第５項）。また、都道府県の数量を変更したときは、これを通知する

（漁業法第 15 条第６項において準用する同条第４項）。 

都道府県知事は、上記通知を受けたときは、漁業法第 16 条第５項の規定で準用する同

条第２項から第４項までの手続に則して知事管理漁獲可能量の変更を行う。 

４ 上記２によるもの以外の数量変更の取扱い 

上記２（１）から（３）によるもの以外の数量変更を行う場合には、事前に審議会の意

見を聴く（漁業法第 15 条第６項において準用する同条第３項）。 
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2031 22.8
2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

1.0

37.8 32.5

26.4 25.8 23.4 23.1 23.2 23.4 45%
0.9 27.7 27.7 25.5 25.3 25.5 25.6 58%
0.8 29.0 29.8 27.9 28.0 28.2 28.4 72%
0.7 30.4 32.0 30.7 31.0 31.4 31.7 85%

36.0 42.4 44.5 47.3 49.4 50.9 100%

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1.0

8.5

20.9 19.0 18.2 17.6 17.2 17.2 17.3
0.9 19.3 18.1 17.6 17.2 16.9 17.0 17.1
0.8 17.5 17.0 16.9 16.7 16.5 16.6 16.7
0.7 15.7 15.7 16.0 16.0 15.9 16.1 16.2

8.3 9.5 10.7 11.4 11.7 12.1 12.5
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令和７管理年度（令和７年４月～令和８年３月）すけとうだら太平洋系群 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和７年２月

水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和２年度に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、資

源評価結果及び資源管理基本方針別紙２－８に定める漁獲シナリオで算定されたＡ

ＢＣ（生物学的許容漁獲量）をＴＡＣとする。 

（２）資源管理基本方針別紙２－８の漁獲シナリオの概要

① 親魚量が令和 13年（2031年）に、少なくとも 50％の確率で、目標管理基準値

を上回るよう、漁獲圧力を調整する。 

② 【令和６年から令和 13年まで】当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力を乗じ

る。

ア 親魚量が限界管理基準値以上にある場合には、最大持続生産量（ＭＳＹ）を

達成する水準に調整係数（β：0.9）を乗じた漁獲圧力とする。 

イ 親魚量が限界管理基準値を下回るが、禁漁水準以上ある場合には、親魚量の値

に応じて上記アの漁獲圧力を更に削減した漁獲圧力とする。 

ウ 親魚量が禁漁水準を下回る場合には、漁獲圧力をゼロとする（実際の管理に

おいては、その資源を目的とした採捕が禁止される） 

③ ②により得られる値をＡＢＣとし、ＴＡＣは当該値を超えない量とする。

（３）令和７管理年度（令和７年４月１日～令和８年３月 31日）のＴＡＣ（案）

（参考１）資源管理の目標 

すけとうだら太平洋系群

⑴ 目標管理基準値：228千トン（最大持続生産量を達成するために必要な親魚量）

⑵ 限界管理基準値：151千トン（親魚量の過去最小値）

⑶ 禁漁水準値：60千トン（漁獲圧力を、最大持続生産量を達成する漁獲圧力に 0.8を

乗じた値に下げたとしても、10年間漁獲し続けた場合に、目標管理基準値まで回復す

る確率が 50％を下回るおそれがある親魚量）

特定水産資源 ＴＡＣ 

すけとうだら太平洋系群 193,000トン 
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（参考２）すけとうだら太平洋系群ＴＡＣの推移 

単位：トン 

（参考３）すけとうだら太平洋系群の漁獲実績 

単位：トン 

２ 配分（案） 

（１）ＴＡＣのうち、22,000トンを国の留保とする。

（２）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率等に基づいて、大臣

管理区分及び都道府県別に配分する。 

（３）配分量は別紙のとおり。

特定水産資源 
R7年 

(案) 

R6年 

(2024年) 

R5年 

(2023年) 

R4年 

(2022年) 

R3年 

(2021年) 

すけとうだら太平洋系群 193,000 176,000 170,000 170,000  170,000 

特定水産資源 
R5年 

(2023年) 

R4年 

(2022年) 

R3年 

(2021年) 

R2年 

(2020年) 

R1年 

(2019年) 

すけとうだら太平洋系群 58,299 78,610 112,801 97,287 91,165 
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別紙

大臣管理区分

都道府県名 数量（トン）

北海道 69,100

注記

大臣管理分

数量（トン）

沖合底びき網漁業 99,800

知事管理分

留保（トン） 22,000

令和７管理年度すけとうだら太平洋系群漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案）

特定水産資源 ＴＡＣ（トン）

すけとうだら太平洋系群 193,000

青森県、岩手県、宮城県、茨城県

については、現行水準とする。
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令和７管理年度（令和７年４月～令和８年３月）すけとうだら日本海北部系群 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和７年２月

水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和２年度に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、資

源評価結果及び資源管理基本方針別紙４－２に定める再建計画の下、資源管理基本方

針別紙２－９に定める漁獲シナリオで算定されたＡＢＣ（生物学的漁獲可能量）をＴ

ＡＣとする。 

（２）資源管理基本方針別紙２－９の漁獲シナリオの概要

① 親魚量が令和 13年（2031年）に、少なくとも 50％の確率で、暫定管理基準値

を上回るよう、漁獲圧力を調整する。 

② 当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力を乗じる。

ア 親魚量が限界管理基準値以上にある場合には、最大持続生産量（ＭＳＹ）を

達成する水準に調整係数（β：0.9）を乗じた漁獲圧力とする。 

イ 親魚量が限界管理基準値を下回るが、禁漁水準以上ある場合には、親魚量の

値に応じて上記アの漁獲圧力を更に削減した漁獲圧力とする。 

ウ 親魚量が禁漁水準を下回る場合には、漁獲圧力をゼロとする（実際の管理に

おいては、その資源を目的とした採捕が禁止される） 

③ ②により得られる値をＡＢＣとし、ＴＡＣは当該値を超えない量とする。

④ なお、令和 23年（2041年）に少なくとも 50％の確率で、目標管理基準値を上

回るよう、漁獲シナリオの検討を進める。 

（３）令和７管理年度（令和７年４月１日～令和８年３月 31日）のＴＡＣ（案）

（参考１）資源管理の目標 

すけとうだら日本海北部系群

⑴ 目標管理基準値：380千トン（最大持続生産量を達成するために必要な親魚量）

⑵ 限界管理基準値：171 千トン（最大持続生産量の 60％を達成するために必要な親

魚量）

⑶ 暫定管理基準値：171千トン（限界管理基準値と同値）

⑷ 禁漁水準値：25千トン（最大持続生産量の 10％が得られる親魚量）

特定水産資源 ＴＡＣ 

すけとうだら日本海北部系群 19,700トン 
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（参考２）漁獲可能量の未利用分の繰越し 

数量を明示した都道府県及び大臣管理区分における当該管理年度のＴＡＣ未利用分

を、当該ＴＡＣ（当初配分数量の合計）の５％を上限として翌管理年度に繰越し 

（参考３）すけとうだら日本海北部系群ＴＡＣの推移 

単位：トン 

※ 括弧内は参考２による変更後の数字

（参考４）すけとうだら日本海北部系群の漁獲実績 

単位：トン 

２ 配分（案） 

（１）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて、大臣管

理区分及び都道府県別に配分する。 

（２）配分量は別紙のとおり。

特定水産資源 
R7年 

(案) 

R6年 

(2024年) 

R5年 

(2023年) 

R4年 

(2022年) 

R3年 

(2021年) 

すけとうだら 

日本海北部系群 
19,700 

22,900 

（23,660） 

15,300 

（15,675） 

7,500 

（7,890） 

 7,900 

（8,220） 

特定水産資源 
R5年 

(2023年) 

R4年 

(2022年) 

R3年 

(2021年) 

R2年 

(2020年) 

R1年 

(2019年) 

すけとうだら 

日本海北部系群 
7,641 5,485 5,546 5,151 5,233 
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別紙

大臣管理区分

都道府県名 数量（トン）

北海道 6,400

注記

大臣管理分

数量（トン）

沖合底びき網漁業 13,200

知事管理分

令和７管理年度すけとうだら日本海北部系群漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案）

特定水産資源 ＴＡＣ（トン）

すけとうだら日本海北部系群 19,700

秋田県、山形県及び新潟県につい

ては、現行水準とする。
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令和７管理年度（令和７年４月～令和８年３月）すけとうだらオホーツク海南部 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令 和 ７ 年 ２ 月 

水 産 庁  

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和２年度に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、資

源管理基本方針別紙２－10 に定める漁獲シナリオで算定された数量をＴＡＣとする。 

（２）資源管理基本方針別紙２－10 の漁獲シナリオ等の概要

本資源は、主分布域や産卵場が我が国の漁船や調査船により情報が得られる水域に

なく、資源全体の把握が困難なため、漁業法第 12 条第２項の規定に基づき、同上第

1項と異なる目標を定め、我が国の漁船による漁獲の状況等を踏まえて、我が国漁船

の操業水域に分布する資源の最適利用が図られるよう漁獲を管理するとのシナリオ

の下、資源状況が良好な場合に対応できる数量として、近年の最大漁獲量を考慮して

ＴＡＣを算定する 

（３）令和７管理年度（令和７年４月１日～令和８年３月 31 日）のＴＡＣ（案）

（参考１）別紙２－10 の資源管理の目標及び漁獲シナリオ 

すけとうだらオホーツク海南部

⑴ 我が国の漁船による漁獲の状況等を踏まえて、我が国漁船の操業水域に分布す

る資源の最適利用が図られるよう漁獲を管理

⑵ 資源状況が良好な場合に対応できる数量として、近年の最大漁獲量を考慮して

漁獲可能量を算定

特定水産資源 ＴＡＣ 

すけとうだらオホーツク海南部 58,000 トン 
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（参考２）すけとうだらオホーツク海南部ＴＡＣの推移 

単位：トン 

※ 括弧内は変更後の数字（管理年度中に変更があった場合）

（参考３）すけとうだらオホーツク海南部の漁獲実績 

単位：トン 

２ 配分（案） 

（１）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて、大臣管

理区分及び都道府県別に配分する。 

（２）配分量は別紙のとおり。

特定水産資源 
R7 年 

(案) 

R6 年 

(2024 年) 

R5 年 

（2023 年) 

R4 年 

(2022 年) 

R3 年 

(2021 年) 

すけとうだら 

オホーツク海南部
58,000 

58,000 

(60,000) 
58,000 

58,000 

（63,000） 

56,000 

(62,000) 

（58,000） 

特定水産資源 
R5 年 

(2023 年) 

R4 年 

(2022 年) 

R3 年 

(2021 年) 

R2 年 

(2020 年) 

R1 年 

(2019 年) 

すけとうだら 

オホーツク海南部
37,561 56,723 53,991 57,765 55,785 
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別紙

大臣管理区分

都道府県名 数量（トン）

－ －

注記

大臣管理分

数量（トン）

沖合底びき網漁業 57,900

知事管理分

令和７管理年度すけとうだらオホーツク海南部漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案）

特定水産資源 ＴＡＣ（トン）

すけとうだらオホーツク海南部 58,000

北海道については、現行水準とす

る。
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令和７管理年度（令和７年４月～令和８年３月）すけとうだら根室海峡 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和７年２月

水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和２年度に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、資

源管理基本方針別紙２－11 に定める漁獲シナリオで算定された数量をＴＡＣとする。 

（２）資源管理基本方針別紙２－11の漁獲シナリオの概要

本資源は、主分布域が我が国の漁船による情報が得られる水域になく、資源全体

の把握が困難なため、漁業法第 12 条第２項の規定に基づき、同条第 1 項と異なる

目標を定め、我が国の漁船による漁獲の状況等を踏まえて、我が国漁船の操業水域

に分布する資源の最適利用が図られるよう漁獲を管理するとのシナリオの下、資源

状況が良好な場合に対応できる数量として、近年の最大漁獲量を考慮してＴＡＣを

算定する 

（３）令和７管理年度（令和７年４月１日～令和８年３月 31日）のＴＡＣ（案）

（参考１）別紙２－11の資源管理の目標及び漁獲シナリオ 

すけとうだら根室海峡

⑴ 我が国の漁船による漁獲の状況等を踏まえて、我が国漁船の操業水域に分布す

る資源の最適利用が図られるよう漁獲を管理

⑵ 資源状況が良好な場合に対応できる数量として、近年の最大漁獲量を考慮して

漁獲可能量を算定

（参考２）すけとうだら根室海峡ＴＡＣの推移 

単位：トン 

特定水産資源 ＴＡＣ 

すけとうだら根室海峡 15,000トン 

特定水産資源 
R7年 

(案) 

R6年 

(2024年) 

R5年 

(2023年) 

R4年 

(2022年) 

R3年 

(2021年) 

すけとうだら根室海峡 15,000 15,000 15,000 15,000 20,000 
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（参考３）すけとうだら根室海峡の漁獲実績 

単位：トン 

２ 配分（案） 

（１）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて、大臣管

理区分及び都道府県別に配分する。 

（２）配分量は別紙のとおり。

特定水産資源 
R5年 

(2023年) 

R4年 

(2022年) 

R3年 

(2021年) 

R2年 

(2020年) 

R1年 

(2019年) 

すけとうだら根室海峡 7,197 11,297 7,999 4,640 4,057 

H30 年 

(2018年) 

H29年 

(2017年) 

H28年 

(2016年) 

H27年 

(2015年) 

H26年 

(2014年) 

H25年 

(2013年) 

H24年 

(2012年) 

4,182 5,225 4,886 8,588 6,444 7,715 14,200 
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別紙

大臣管理区分

都道府県名 数量（トン）

北海道 15,000

注記

大臣管理分

数量（トン）

- -

知事管理分

令和７管理年度すけとうだら根室海峡漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案）

特定水産資源 ＴＡＣ（トン）

すけとうだら根室海峡 15,000
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令和７管理年度（令和７年４月～令和８年３月）するめいか 

ＴＡＣ（漁獲可能量）の設定及び配分について（案） 

 令 和 ７ 年 ２ 月 

水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和６年度に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、

資源評価結果及び資源管理基本方針別紙４－３に定める資源再建計画の下、資源

管理基本方針別紙２－12 に定める漁獲シナリオで算定されたＡＢＣ（生物学的許

容漁獲量）をＴＡＣとする。 

（２）漁獲シナリオの概要

① 親魚量が令和 16 年度（2034 年度）に、少なくとも 50％の確率で、暫定管理基

準値を上回るよう、漁獲圧力を調節する。 

② それぞれの系群について、当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力を乗じる。 

ア 親魚量が限界管理基準値以上にある場合には、最大持続生産量（ＭＳＹ）を達

成する水準に調整係数（β：するめいか秋季発生系群 0.65、するめいか冬季発

生系群 0.50）を乗じた漁獲圧力とする。

イ 親魚量が限界管理基準値を下回るが、禁漁水準以上ある場合には、親魚量の値

に応じて上記アの漁獲圧力を更に削減した漁獲圧力とする。

ウ 親魚量が禁漁水準を下回る場合には、漁獲圧力をゼロとする（実際の管理にお

いては、その資源を目的とした採捕が禁止される）。

③ ②により得られる値の合計値をＡＢＣ（水域全体）とし、そのうち、ＡＢＣ（日

本分）は 60 パーセントとする。ＴＡＣは当該値を超えない量とする。 

（３）令和７管理年度（令和７年４月１日～令和８年３月 31 日）のＴＡＣ（案）

（４）なお、令和 10 管理年度以降のＴＡＣの算定方法等については、令和９管理年度

中に、最新の資源評価結果等をもとに関係者で検討を行う予定。

特定水産資源 ＴＡＣ 

するめいか 19,200 トン 
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（参考１）別紙２－12 の資源管理の目標 

するめいか秋季発生系群 

⑴ 目標管理基準値：255 千トン（ＭＳＹを達成するために必要な親魚量）

⑵ 限界管理基準値：123 千トン（ＭＳＹの 80％を達成するために必要な親魚量）

⑶ 暫定管理基準値：123 千トン（限界管理基準値と同値）

⑷ 禁漁水準値：９千トン（ＭＳＹの 10％が得られる親魚量）

するめいか冬季発生系群 

⑴ 目標管理基準値：255 千トン（ＭＳＹを達成するために必要な親魚量）

⑵ 限界管理基準値：145 千トン（ＭＳＹの 85％を達成するために必要な親魚量）

⑶ 暫定管理基準値：145 千トン（限界管理基準値と同値）

⑷ 禁漁水準値：16 千トン（ＭＳＹの 15％が得られる親魚量）

（参考２） するめいかＴＡＣの推移 

単位：トン 

（参考３）するめいかの漁獲実績 

単位：トン 

２ 配分（案） 

（１）ＴＡＣの 35 パーセントを国の留保とする。

（２）過去３か年（令和３年から令和５年まで）の漁獲実績の平均値に基づく比率等

に基づいて、大臣管理区分及び都道府県別に配分する。 

（３）配分量は別紙のとおり。

（４）来遊状況に応じ不足が生じた場合には留保から配分する。

特定水産資源 
R7 年 

(案) 

R6 年 

(2024 年) 

R5 年 

(2023 年) 

R4 年 

(2022 年) 

R3 年 

(2021 年) 

するめいか 19,200 79,200 79,200 79,200 57,000 

特定水産資源 
R5 年 

(2023 年) 

R4 年 

(2022 年) 

R3 年 

(2021 年) 

R2 年 

(2020 年) 

R1 年 

(2019 年) 

するめいか 15,705 24,083 26,915 36,304 36,392 
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別紙

大臣管理区分

都道府県名 数量（トン）

北海道 1,300

富山県 700

令和７管理年度するめいか漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案）

特定水産資源 ＴＡＣ（トン）

するめいか 19,200

大臣管理分

数量（トン）

沖合底びき網漁業 2,600

大中型まき網漁業 600

留保（トン） 6,700

大臣許可いか釣り漁業 2,300

小型するめいか釣り漁業 2,800

知事管理分

注記

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、

山形県、福島県、茨城県、千葉県、

神奈川県、新潟県、石川県、福井

県、静岡県、愛知県、三重県、京

都府、兵庫県、和歌山県、鳥取県、

島根県、山口県、徳島県、愛媛県、

高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、

熊本県、大分県、宮崎県及び鹿児

島県については、現行水準とする。
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資料３－14 

- 1 - 

令和７～９管理年度の漁獲可能量（ＴＡＣ）の基本シェアの算出等について 

（するめいか） 

令 和 ７ 年 ２ 月 

資源管理推進室 

１ 背景等 

  漁獲可能量（ＴＡＣ）の都道府県及び大臣管理区分への配分においては、直近

３か年の漁獲実績シェアの平均値（以下「基本シェア」という。）を算出し、こ

れを３か年（管理年度）にわたって用いることを基本としている。 

  するめいかについては、令和４～６管理年度のＴＡＣの配分に用いる基本シェ

アは、令和４管理年度開始時点で利用可能な直近３か年（平成３０年～令和２年）

のデータを用いて算出した。

２ 基本シェアの算出 

令和７～９管理年度のＴＡＣの配分に用いる基本シェアは、以下の考え方に基

づき算出する。 

（１）令和７管理年度開始時点で利用可能な直近３か年である令和３年から令和

５年までの漁獲実績（暦年）を用いる。

（２）漁獲実績については都道府県、大臣管理区分ともにＴＡＣ報告を用いる。

ただし、令和３年の都道府県の漁獲実績については、農林水産省漁業・養殖

業生産統計（以下「農林水産統計」という。）とＴＡＣ報告を比較し、多い

方を用いる。また、令和４～６管理年度にＴＡＣの配分がなかった都道府県

については、農林水産統計を用いる。（末尾の参考参照）

（３）大臣管理漁獲可能量又は都道府県別漁獲可能量を超過した数量について

は、漁獲実績に算入しない。

（４）上記の漁獲実績データを用いて、我が国全体の漁獲実績に対する比率（小

数点以下２桁（％））を年毎に算出し、その３か年の単純平均（小数点以下

２桁（％））を基本シェアとする。

３ ＴＡＣの配分 

（１）上記２で求めた基本シェアを用いて、ＴＡＣを都道府県及び大臣管理区分

へ配分することを基本とする。

（２）ただし、数量を明示する管理区分間に漁業実態等を踏まえた別途の合意が

ある場合には、それを尊重し、当該合意による数値を用いて配分する。

（３）配分数量は、（１）又は（２）で算定し１００トン未満を切り上げた数量

とする。

（４）ただし、資源管理基本方針（第５の３）に基づき「現行水準」による配分

を行う都道府県については、以下のとおりとする。
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- 2 - 

①令和３年から令和５年の漁獲実績の平均が１トン以上の都道府県

目安となる数量として、基本シェアを用いて配分した数量が１０トン未満

の場合は「１０トン未満」、１０トン以上５０トン未満の場合は「５０トン 

未満」、５０トン以上１００トン未満の場合は「１００トン未満」、１００ 

トン以上の場合はその数量を示す。

②令和３年から令和５年の漁獲実績の平均が１トン未満の都道府県

目安となる数量として「１０トン未満」を示す。ただし、過去の水試等の

データに基づいて、漁獲実績がない（かつ、今後も漁獲が見込まれない）と 

都道府県として判断する場合には、配分を行わないこととする。 

４ その他 

  令和７～９管理年度の各管理年度において、国の留保からの配分により、一の

都道府県の漁獲量の累計が当該都道府県における令和３～５管理年度までの漁獲

実績の最大を超える場合又は一の大臣管理区分の漁獲量の累計が当該大臣管理区

分における令和３～５管理年度までの漁獲実績の最大を超える場合、当該超過分

の数量については、令和 10管理年度以降における基本シェアの算出に用いる漁獲

実績から除外する。 

（以 上）

（参考） 

基本シェア計算に用いる漁獲実績の一覧 

配分があった 

都道府県 
大臣管理区分 

配分がなかった 

都道府県 

令和３年 

農林水産統計（確報） 

またはＴＡＣ報告のうち、

多い方 

ＴＡＣ報告 農林水産統計（確報） 

令和４年 ＴＡＣ報告 ＴＡＣ報告 農林水産統計（確報） 

令和５年 ＴＡＣ報告 ＴＡＣ報告 農林水産統計（概数） 
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令和７管理年度 

①令和７年４月～令和８年３月

②令和７年７月～令和８年６月

ぶり 

ＴＡＣ（漁獲可能量）の設定及び配分について（案） 

 令 和 ７ 年 ２ 月 

水 産 庁  

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和６年３月に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、

資源評価結果及び資源管理基本方針別紙２－51 に定める漁獲シナリオで算定された

ＡＢＣ（生物学的許容漁獲量）をＴＡＣとする。 

（２）漁獲シナリオの概要

① 親魚量が令和 17 年度（2035 年度）に、少なくとも 50％の確率で、暫定目標管

理基準値（目標管理基準値等の算定に用いられている再生産関係において加入量

が最大となる親魚量）を上回るよう、漁獲圧力を調節する。

② 当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力を乗じる。

ア 親魚量が限界管理基準値以上にある場合には、暫定目標管理基準値を達成す

る水準に調整係数（β：0.95）を乗じた漁獲圧力とする。

イ 親魚量が限界管理基準値を下回るが、禁漁水準以上ある場合には、親魚量の

値に応じて上記アの漁獲圧力を更に削減した漁獲圧力とする。 

ウ 親魚量が禁漁水準を下回る場合には、漁獲圧力をゼロとする（実際の管理に

おいては、その資源を目的とした採捕が禁止される）。 

③ ②により得られる値をＡＢＣとし、ＴＡＣは当該値を超えない量とする。

※ なお、ステップ１・２では、漁業法第 33 条に基づく採捕の停止等の命令は行わ

ないこととしている。

（３）令和７管理年度（①令和７年４月１日～令和８年３月 31 日、②令和７年７月１日

～令和８年６月 30 日）（ステップ１）のＴＡＣ（案） 

（参考１）資源管理の目標

⑴ 目標管理基準値：222 千トン（ＭＳＹを達成するために必要な親魚量）

⑵ 暫定目標管理基準値：179 千トン（目標管理基準値等の算定に用いられている再生産関係において

加入量が最大となる親魚量）

⑶ 限界管理基準値：69 千トン（ＭＳＹの 60 パーセントを達成するために必要な親魚量） 

特定水産資源 ＴＡＣ 

ぶり 101,000 トン 
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⑷ 禁漁水準値：９千トン（ＭＳＹの 10 パーセントが得られる親魚量） 

（参考２）ぶり類の漁獲実績 

単位：万トン    

（出典：農林水産統計より水産庁作成） 

 

２ 配分（案） 

ステップ１のため、都道府県別ＴＡＣ及び大臣管理ＴＡＣについて、別紙のとおり、

具体的な配分数量は設定せず、漁獲可能量の内数として設定することとする。なお、都

道府県及び大臣管理区分における管理を行う際の参考となる数量を提示する。 

 R4 年 

(2022 年) 

R3 年 

(2021 年) 

R2 年 

(2020 年) 

R1 年 

(2019 年) 

H30 年 

(2018 年) 

ぶり類 9.3 9.5 10.6 10.8 10.0 
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別紙

数量（トン）

知事管理分

令和７管理年度ぶりＴＡＣの設定について（案）

特定水産資源 ＴＡＣ（トン）

ぶり 101,000

大臣管理分

大臣管理区分

大中型まき網漁業 101,000トンの内数

都道府県名 数量（トン）

101,000トンの内数

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋

田県、山形県、福島県、茨城県、千葉

県、東京都、神奈川県、新潟県、富山

県、石川県、福井県、静岡県、愛知県、

三重県、京都府、大阪府、兵庫県、和

歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広

島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛

県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、

熊本県、大分県、宮崎県及び鹿児島県
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令和７管理年度（令和７年４月～令和８年３月）みなみまぐろ 
の漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定および配分等について（案） 

令和７年２月 
水 産 庁 

１． ＣＣＳＢＴにおける我が国配分数量等 

（１） ＣＣＳＢＴにおける国別配分
ＣＣＳＢＴで合意された令和６～８年の我が国配分数量は、

7,247 トン（7,295 トン - 他国への移譲 48トン。別紙）。 

（２） 繰越ルール
ＣＣＳＢＴでは、国別配分の 20％以内であれば、未利用分を繰

り越すことが可能。 

２． 令和７管理年度のＴＡＣ設定 

（１）繰越数量
令和７管理年度へ繰越可能な数量※は、954トン。
※ＴＡＣ設定時には前管理年度の全ての未利用分が確定しないため、今期 12 月末
までに操業を終了した漁船（72／77隻）の未利用分及び放流・投棄推定量から算
出。

（２）令和７管理年度のＴＡＣ
我が国配分数量（他国への移譲分除く 7,247 トン）に、（１）の

繰越数量 954トンを加えた数量 8,201 トンを、令和７管理年度の
ＴＡＣとする。 

（３）大臣管理区分への配分及び留保
資源管理基本方針別紙２－３の第６に基づく放流･投棄分に相

当する国の留保※を 200 トンとし、これをＴＡＣから差し引いた
8,001 トンを大臣管理区分に配分する。 

※令和４～６年度中の放流･投棄分推定量の最大値（170トン）を踏まえて設定。

〔配分総括表〕
ＣＣＳＢＴ 

国別配分 
繰越 

漁獲可能量 

（ＴＡＣ） 
留保 

大臣管理 

漁獲可能量 

令和４管理年度 6,197 254 6,451  26 6,425 

令和５管理年度 6,197 479 6,676 109 6,567 

令和６管理年度 7,247 273 7,520 250 7,270 

令和７管理年度 7,247 954 8,201 200 8,001 
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（別紙）令和５年の年次会合で合意された国別配分 

2024-2026年 

（令和６～８年） 

（参考） 

2021-2023年 

（令和３～５年） 

日本 7,295ｔ※１ 6,245ｔ※１ 

豪州 7,295ｔ 6,245ｔ※２ 

韓国 1,468ｔ 1,257ｔ 

台湾 1,468ｔ 1,257ｔ 

ＮＺ 1,288ｔ 1,102ｔ 

インドネシア 1,315ｔ 1,095ｔ 

南アフリカ 500ｔ 428ｔ 

ＥＵ 13ｔ 11ｔ 

調査漁獲枠 6ｔ 6ｔ 

合計 20,647ｔ 17,647ｔ 

※１：我が国から、2021-23年に引き続き、インドネシアに 21トン、南アフリカに 27

トンが毎年移譲される。

※２：2021年－2023年に豪州から７トンがインドネシアに毎年移譲された。
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令和７管理年度におけるくろまぐろ（東部太平洋条約海域）の

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分等について（案） 

令和７年２月 

水 産 庁 

１． IATTC における我が国の漁獲可能量 

IATTC で合意された我が国の漁獲可能量は、10 トン 

２． 令和７管理年度のＴＡＣ設定 

（１）令和７管理年度のＴＡＣ

 IATTC における我が国の漁獲可能量 10 トンを、令和７管理

年度のＴＡＣとする。 

（２）大臣管理区分への配分及び留保

資源管理基本方針別紙２－52 の第６に基づく国の留保は

設定せず、我が国配分数量 10 トンを大臣管理区分に配分す

る。 
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